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洲本市地域防災計画 修正概要（案） 

１．洲本市地域防災計画の改訂に向けた課題 

現行の洲本市地域防災計画（以下、「市計画」という）が改訂された令和 2 年 2 月以降、災害対策基

本法をはじめとする関連法令や、国の防災基本計画、兵庫県地域防災計画の改訂が行われてきた。さ

らに、全国各地で地震や風水害等による大規模な被災に基づく教訓について、先に挙げた法令や国・

県計画の更新のほか、各種施策にも反映されており、こうした状況を市計画においても踏まえること

が求められる。 

本資料では、市計画が踏まえなければならない現行計画以降の法令や国・県の計画・施策などを整

理するとともに、県計画の改訂内容について、分類し整理を行う。 

 

（１）市計画の課題と修正の概要 

 

表 1.1 洲本市地域防災計画の現状の課題と改訂方針（案） 

項目 課題 改訂方針 

関連法、 

上位計画等 

・現行の洲本市地域防災計画は令和元

年度に改訂したものであるため、そ

れ以降に改訂した防災基本計画、兵

庫県地域防災計画等上位計画の内容

を反映できていない。 

・災害対策基本法をはじめとした災害関

連法、令和 5 年 5 月に改訂した防災基

本計画及び令和 5 年 10 月に改訂した兵

庫県地域防災計画の改訂内容を適切に

反映する。 

避難情報・気象

情報の修正 

・令和 3 年 5 月に修正の避難情報の名

称、それに伴う発令時期の変更を修

正する必要がある。 

・気象庁キキクルなど、情報の伝達に

関する内容を反映する必要がある。 

・内閣府「避難情報に関するガイドライ

ン（令和 3 年 5 月）」、兵庫県「避難情

報の発令判断・伝達マニュアル」をも

とに修正する。 

要配慮者対策 

・令和 3年 5月福祉避難所の確保・運営

ガイドラインの改定、個別避難計画

作成に関する事項を反映する必要が

ある。 

・最新の県計画の記載内容を反映すると

ともに、市の対応方針について適切に

反映する。 

新型コロナウイ

ルス感染症を踏

まえた対策 

・新型コロナウイルス感染症まん延以

後の感染症対策に関連する内容を反

映する必要がある。 

・最新の国・県の方針を踏まえるととも

に、市の防災における感染症対策につ

いて記載する。 

経年変化等の 

反映 

・人口等の時点修正や体制、最新の防

災設備等を修正する必要がある。 

・人口等の時点修正や、最新の体制及び

事務分掌の反映、防災設備や現行計画

以降に締結した協定等を反映する。 

計画の構成等 

・現在の地域防災計画は、各編で完結

した内容であるものの、重複があり

ページ数が多い。 

・「総則」、「災害予防計画」、「復旧・復興

計画」など、各災害で共通して対応す

る項目を統合し、編として独立させる

構成とする。 

・各災害それぞれでの対応は、「災害応急

対策計画」へ各災害編として掲載す

る。 
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（２）上位計画の修正の概要 

表 1.2 防災基本計画（令和５年６月）の主な改訂内容 

項目 改訂内容 市計画への反映箇所 

最近の施策の進

展等を踏まえた

修正 

○多様な主体と連携した被災者支援 

・災害ボランティアセンター設置予定場所の明確化 

・災害ケースマネジメント（※1）などの被災者支援の

仕組みの整備 

※1 一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者

が連携して、被災者に対するきめ細やかな支援を継

続的に実施する取組 

地応・津応・風応）第 3 章第

14 節 災害ボランティアの

受入れ 

○デジタル技術の活用 

・被災者台帳、避難行動要支援者名簿の作成等へのデ

ジタル技術の活用 

予）第 2 章第 16 節 要配慮者

支援対策の充実 

地応・津応・風応）第 2章第 3

節 情報の収集及び伝達 

※市地域防災計画に関連のある項目を記載 

出典：防災基本計画修正（令和 5年 6月）の概要をもとに作成 

 

表 1.3 防災基本計画（令和４年６月）修正概要 

項目 改訂内容 市計画への反映箇所 

令和３年度に発

⽣した災害を踏

まえた修正 

○盛⼟による災害の防⽌に向けた対応 

・危険が確認された盛⼟に対する⾃治体による速やか

な是正指導 

予）第 4 章第 5 節 地盤災害

の防止施設等の整備 

○適切な避難⾏動の促進や避難情報の適切な発令 

・学校における消防団員等が参画した防災教育の推進 

・避難情報の発令に関する気象防災アドバイザー等に

よる助⾔ 

予）第 2 章第 11 節 避難所対

策の充実 

※市地域防災計画に関連のある項目を記載（すでに反映済みの項目を除く） 

出典：防災基本計画修正（令和 4年 6月）の概要をもとに作成 

 

表 1.4 防災基本計画（令和３年５月）修正概要 

項目 改訂内容 市計画への反映箇所 

災害対策基本法

の改正を踏まえ

た修正 

〇災害対策本部の⾒直し 

・災害が発⽣するおそれがある段階での災害対策本部

の設置 

地応・津応・風応）第 2 章第

１節 組織の設置 

〇個別避難計画の作成 

・避難⾏動要⽀援者の円滑かつ迅速な避難を図る観点

から、個別避難計画について、市町村に作成を努⼒

義務化 

予）第 2 章第 16 節 要配慮者

等支援対策の充実 

〇避難勧告・避難指⽰の⼀本化等 

・避難勧告・指⽰を⼀本化し、従来の勧告の段階から

避難指⽰を⾏うこととし、避難情報のあり⽅を包括

的に⾒直し 

地応・津応・風応）第 2 章 

第 4節 避難対策の実施 

〇広域避難に関する事項 

・災害が発⽣するおそれがある段階での広域避難の実

施のための⾃治体間の協議 

・他の⾃治体との応援協定や、運送事業者等との協定

の締結 

予）第 2 章第 3 節 広域防災

体制の確立 
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項目 改訂内容 市計画への反映箇所 

・⼤規模広域災害時に円滑な避難が可能となるよう、

実践型の防災訓練の実施 

新型コロナウイ

ルス感染症対策

を踏まえた修正 

〇避難所における感染症対策 

・避難者の健康管理、避難所の衛⽣管理や適切な空間

の確保等 

予）第 2 章第 11 節 避難所対

策の充実 

〇避難所開設・運営訓練の実施 

・感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練の積極

的な実施 

予）第 2 章第２節 研修及び

訓練の実施 

〇パーティション等の備蓄の促進 

・マスク、消毒液に加え、パーティション等の感染症

対策に必要な物資の備蓄の促進 

予）第 2 章第 13 節 備蓄体制

等の整備 

〇被災⾃治体への応援職員等の感染症対策 

・応援職員等の健康管理やマスク着⽤等の徹底 

・応援職員等の執務スペースの適切な空間の確保 

予）第 2 章第３節 広域防災

体制の確立 

その他最近の施

策の進展等を踏

まえた修正 

〇福祉避難所の活⽤による要配慮者の円滑な避難の確

保 

予）第 2 章第 11 節 避難所対

策の充実 

〇あらゆる関係者が協働して取り組む「流域治⽔」の

推進 

予）第 4 章第 4 節 治山・治

水対策の推進 

〇ボランティアの調整事務の委託を受けた災害ボラン

ティアセンターの必要な経費に対する災害救助法に

よる⽀援 

地応・津応・風応）第 3 章第

14 節 災害ボランティアの

受入れ 

※市地域防災計画に関連のある項目を記載（すでに反映済みの項目を除く） 

出典：防災基本計画修正（令和 3年 5月）の概要をもとに作成 

 

 

表 1.5 防災基本計画（令和２年５月）修正概要 

項目 改訂内容 市計画への反映箇所 

主に令和元年房

総半島台風に係

る検証を踏まえ

た修正 

〇被災者への物資支援の充実 

・物資調達・輸送調整等支援システムを活用した効率

的な物資支援の推進 

予）第 2 章第 13 節 備蓄体制

等の整備 

〇長期停電・通信障害への対応強化 

・病院等重要施設の非常用電源確保の推進 

・重要施設の非常用電源設置状況等のリスト化等、電

源車等の配備調整の円滑化 

予）第 2章第 21 節 重要施設

の防災対策 

その他最近の施

策の進展等を踏

まえた修正 

〇避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感

染症対策の平時からの検討、実施 

予）第 2 章第 11 節避難所対策

の充実 

※市地域防災計画に関連のある項目を記載（すでに反映済みの項目を除く） 

出典：防災基本計画修正（令和 2年 5月）の概要をもとに作成 
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（３）現行計画以降の主な災害について 

現行の市計画改訂以降の自然災害と関連法令等の変遷は以下の通りである。 

上位計画等は、主に自然災害の発生を契機として改訂を行う動きがある。 

本修正においても、防災基本計画、県計画を基本とし、作成された各種マニュアルについても反映

を行う。 

 

表 1.6 我が国における近年の主な自然災害と災害対策関連法令等の変遷（R2以降） 

■災害対策基本法関連、■水防法関連、■防災基本計画関係、■自然災害 
※ 死者・行方不明者は基本的に内閣府「災害状況」の当該災害の最終報告分 

時期 主な自然災害と災害対策関連法令等の変遷 

2020 

(R2) 

１ 北海道占冠村における雪崩（死者 1人） 
３ 避難確保計画作成の解説資料の公表（火山） 

４ 「大規模噴火時の広域降灰対策について（報告）」の公表 

5 
奈良県五條市で発生した住宅火災（死者 5人、住家被害１棟） 

防災基本計画見直し（令和元年東日本台風や令和元年房総半島台風に発生

した災害、最近の施策の進展等を踏まえた見直し） 

6 
新型コロナウイルス感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練ガイドラ

インの公表 

7 
令和２年７月豪雨（死者 84 人,行方不明者 2 人,重傷 25 人,軽傷 55 人,住

家被害 16,548 棟） 

9 
令和２年台風第１０号（死者 3 人,行方不明者 3人,重傷 20 人,軽傷 90人,

住家被害 1,951 棟） 

12 年末年始の大雪（死者 5 人,重傷 11人,軽傷 32 人,住家被害 3 棟） 

2021 

(R3) 
1 

令和３年１月７日からの大雪（死者 35 人,重傷 61 人,軽傷 314 人,住家被

害 320 棟） 

2021 

(R3) 

3 宮城県沖を震源とする地震（重傷 1人,軽傷 10人,住家被害 2 棟） 

4 群馬県みどり市の林野火災（死者 1人,住家被害 3 棟） 

5 

災害対策基本法の改正（避難勧告・避難指示の一本化等） 

防災基本計画見直し（災害対策基本法の改正、新型コロナウイルス感染症

対策、その他最近の施策の進展等を踏まえた見直し） 

避難情報に関するガイドラインの改定 

福祉避難所の確保・運営ガイドラインの改定 

水害からの広域避難に関する基本的な考え方の公表 

噴火時の具体的で実践的な避難計画策定の手引き（第 2 版）の公表 

７ 
令和３年７月１日からの大雨（死者 26 人,行方不明者 2 人,重傷 2 人,軽傷

8 人,住家被害 3,278 棟） 

８ 
令和３年８月１１日からの大雨（死者 13 人,重傷 2 人,軽傷 14 人,住家被

害 8,497 棟） 

10 千葉県北西部を震源とする地震（重傷 6 人,軽傷 47 人） 

2022 

（R4） 

2 新潟県村上市で発生した工場火災（死者 6人,中等症 1 人） 

3 

福島県沖を震源とする地震（死者 3 人,重症 26 人,軽傷 215 人,住家被害

10,414 棟） 

集客施設等における噴火時等の避難確保計画作成の手引き（第４版）の公表 

津波対策の推進に関する法律の改正 

豪雪地帯対策特別措置法の改正 

６ 
防災基本計画見直し（令和３年度に発生した災害や関連法令の改正を踏まえ

た修正） 

９ 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進基本計画の変更 
11 北海道・三陸沖後発地震注意情報防災対応ガイドラインの公表 
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時期 主な自然災害と災害対策関連法令等の変遷 

2023 

（R5） 

5 

石川県能登地方を震源とする地震（死者 1 人,重症 2 人,軽傷 46 人,住家被

害 734 棟） 

防災基本計画見直し（最近の施策の進展や日本海溝・千島海溝周辺海溝型地

震に係る基本計画の変更、令和４年に発生した災害を踏まえた修正） 

気象業務法及び水防法の一部改正（国･都道府県や民間事業者による予報の

高度化） 

6 
令和５年梅雨前線による大雨及び台風第２号（死者 6人,行方不明者 2人,重

傷 5人,軽傷 43人,住家被害 9,455棟） 
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（４）編構成案 

地域防災計画は、ページ数削減による確認のしやすさの向上を目的として、目次構成は下記の通り

再構成を行った。 

・現行の「第 1 編地震災害対策編」、「第 2 編津波災害対策編」、「第 3 編風水害等対策編」の「総則」、

「災害予防計画」、「災害復旧・復興計画」をそれぞれ統合し編として再構成した。 

・第 1 編～第 3 編の「災害応急対策計画」は、災害ごとに「応急対策編」として再構成した。 

・「南海トラフ地震防災対策推進計画」は、現行第 2編から独立し編として再構成した。 

・現行「第 4 編海上災害対策編」、「第 5 編原子力災害対策編」は、それぞれ特殊な事故災害であるた

め、構成の変更を行っていない。 

 

◆現行計画目次構成 

 

 

◆改訂案目次構成（編構成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３編 風水害等対策編 

洲本市地域防災計画 

総 則 

災害予防計画 

災害応急対策計画 

災害復旧・復興計画 
第４編 海上災害対策編 

第１編 地震災害対策編 

第２編 津波災害対策編 

 

第５編 原子力災害対策編 

洲本市地域防災計画 

第１編 総則 

第２編 災害予防計画 

第３編 地震災害応急対策編 

第４編 津波災害応急対策編 

第５編 風水害等応急対策編 

第６編 災害復旧・復興計画 

第７編 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第８編 海上災害対策編 

第９編 原子力災害対策編 

現行の第 1編～第 3編の 

総則、災害予防計画を 

統合し編として再構成 

現行の第 2 編から編として

再構成 

現行の第 1編～第 3編の 

内容を統合し編として再構成 

構成の変更なし 

現行の第 1編～第 3編の 

応急対策計画をそれぞれ 

編として再構成 
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（５）目次構成案（全体構成） 

① 第 1編 総則編 

 

 

 

 

 

 

② 第 2編 災害予防計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

：津波災害対策編から統合

：風水害等対策編から統合

第１節　計画の趣旨

第２節　市及び防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱

第３節　洲本市の災害環境

第４節　地震・津波被害想定

第５節　風水害の被害想定

第１編　総則

：津波災害対策編から統合

：風水害等対策編から統合

第１節 基本方針

第２節 想定される津波の適切な設定と対策の基本的考え方

第３節 津波災害及び津波防災に関する研究及び観測等の推進

第４節 重点施策

第１節 組織体制の整備

第２節 研修及び訓練の実施

第３節 広域防災体制の確立

第４節 災害対策拠点の整備・運用

第５節 情報通信機器及び施設の整備並びに運用

第６節 防災拠点の整備

第７節 火災予防対策の推進

第８節 防災資機材の整備

第９節 災害医療システムの整備

第10節 緊急輸送体制の整備

第11節 避難所対策の充実

第12節 帰宅困難者（通勤・通学・観光客等）対策の推進

第13節 備蓄体制等の整備

第14節 家屋被害認定士制度、応急危険度判定制度の整備

第15節 廃棄物対策の充実

第16節 要配慮者支援対策の充実

第17節 災害ボランティア活動の支援体制の整備

第18節 水防対策等の充実

第19節 土砂災害対策の充実

第20節 中山間地帯における孤立対策

第21節 重要施設の防災対策

第22節 災害復旧・復興への備え

第３章　市民参加による地域防災基盤の充実

第１節 防災に関する学習等の充実

第２節 自主防災体制の整備

第３節 消防団の充実強化

第４節 企業等の地域防災活動への参画促進

第４章　堅牢でしなやかな地域防災基盤の整備

第１節 防災基盤及び施設等の整備

第２節 都市の防災構造の強化

第３節 建築物等の耐震性の確保

第４節 治山・治水対策の推進

第５節 地盤災害の防止施設等の整備

第６節 水害の防止施設等の整備

第７節 災害に強い森づくりの推進等

第８節 交通関係施設の整備

第９節 ライフライン関係施設の整備

第10節 危険物施設等の予防対策の実施

第５章　阪神・淡路大震災の教訓の発信と継承

第１節 ひょうご防災減災推進条例に基づく活動 

第２節　 住宅再建共済制度の促進

第６章　その他の災害予防計画

第１節　 大規模事故の予防対策の推進

第１章　基本方針

第２章　災害応急対策への備えの充実

第2編　災害予防計画
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③ 第 3編 地震災害応急対策編          ④ 第 4編 津波災害応急対策編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１章　基本方針

第２章　迅速な災害応急体制の確立

第１節　組織の設置

第２節　配備態勢の整備

第３節　情報の収集及び伝達

第４節　防災関係機関等との連携促進

第５節　災害救助法の適用

第３章　円滑な災害応急活動の展開

第１節　消火活動の実施

第２節　救助・救急・医療対策の実施

第３節　交通及び輸送対策の実施

第４節　避難対策の実施

第５節　住宅の確保

第６節　食料・飲料水及び物資の供給　

第７節　保健衛生、感染症対策、遺体の火葬の実施

第８節　生活救援対策の実施

第９節　要配慮者支援対策の実施

第10節　愛玩動物の収容対策の実施

第11節　災害情報等の提供と相談活動の実施

第12節　廃棄物対策の実施

第13節　環境対策の実施

第14節　災害ボランティアの受入れ

第15節　ライフラインの応急対策の実施

第16節　教育対策の実施

第17節　社会秩序の維持、物価安定等に関する活動

第18節　危険物施設等の応急対策の実施

第19節　農林水産関係対策の実施

第20節　公共土木施設等の応急復旧等の推進

第４編　津波災害応急対策編
第１章　基本方針

第２章　迅速な災害応急体制の確立

第１節　組織の設置

第２節　配備態勢の整備

第３節　情報の収集及び伝達

第４節　防災関係機関等との連携促進

第５節　災害救助法の適用

第３章　円滑な災害応急活動の展開

第１節　消火活動の実施

第２節　救助・救急・医療対策の実施

第３節　交通及び輸送対策の実施

第４節　避難対策の実施

第５節　住宅の確保

第６節　食料・飲料水及び物資の供給　

第７節　保健衛生、感染症対策、遺体の火葬の実施

第８節　生活救援対策の実施

第９節　要配慮者支援対策の実施

第10節　愛玩動物の収容対策の実施

第11節　災害情報等の提供と相談活動の実施

第12節　廃棄物対策の実施

第13節　環境対策の実施

第14節　災害ボランティアの受入れ

第15節　ライフラインの応急対策の実施

第16節　教育対策の実施

第17節　警備対策の実施

第18節　危険物施設等の応急対策の実施

第19節　農林水産関係対策の実施

第20節　公共土木施設等の応急復旧等の推進

第３編　地震災害応急対策編
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⑤ 第 5編 風水害等応急対策編       ⑥ 第 6編 災害復旧・復興計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 災害復旧・復興の基本方針

第１節　地域の復旧・復興の基本方針の決定

第２章　災害復旧計画

第１節　迅速な現状復旧の進め方

第２節　被災者等の生活再建等の支援

第３章　災害復興計画

第１節 組織の設置

第２節 復興計画の策定

第６編　災害復旧・復興編
第１章　基本方針

第２章　迅速な災害応急体制の確立

第１節　組織の設置

第２節　配備態勢の整備

第３節　情報の収集及び伝達

第４節　防災関係機関等との連携促進

第５節　災害救助法の適用

第３章　円滑な災害応急活動の展開

第１節　水防活動の実施

第２節　救助・救急・医療対策の実施

第３節　交通及び輸送対策の実施

第４節　避難対策の実施

第５節　住宅の確保

第６節　食料・飲料水及び物資の供給　

第７節　保健衛生、感染症対策、遺体の火葬の実施

第８節　生活救援対策の実施

第９節　要配慮者支援対策の実施

第10節　愛玩動物の収容対策の実施

第11節　災害情報等の提供と相談活動の実施

第12節　廃棄物対策の実施

第13節　環境対策の実施

第14節　災害ボランティアの受入れ

第15節　ライフラインの応急対策の実施

第16節　教育対策の実施

第17節　警備対策の実施

第18節　農林水産関係対策の実施

第19節　公共土木施設等の応急復旧等の推進

第４章　その他の災害応急計画

第１節　突発重大事案の応急対策の推進

第２節　大規模火災の応急対策の推進

第３節　危険物等の事故の応急対策の推進

第４節　大規模事故の応急対策の推進 

第５編　風水害等応急対策編
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⑦ 第 7編 南海トラフ地震防災対策推進計画  ⑧ 第 8編 海上災害対策編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 第 9編 原子力災害対策編 

 

 

 

 

 

 

 

第１節　総　則

第２節　関係者との連携協力の確保

第３節　津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項

第４節　南海トラフ地震情報の発表

第５節　時間差発生等における円滑な避難の確保等

第６節　地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画

第７節　防災訓練計画

第８節　地震防災上必要な教育及び広報に関する計画

第７編　南海トラフ地震防災対策推進計画

第１節　計画の趣旨

第２節　市及び防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱

第３節　洲本市周辺の海域の現状

第４節　対象災害の類型

第１節　基本方針

第２節　活動・連携体制の整備

第３節　情報の収集・伝達体制の整備

第４節　災害応急対策への備えの充実

第５節　災害ボランティア活動の支援体制の整備

Ⅲ　災害応急対策計画

第１節　基本方針

第２節　迅速な災害応急活動体制の確立

第３節　円滑な災害応急活動の展開

Ⅳ　災害復旧計画

Ⅱ　災害予防計画

Ⅰ　総　則

第８編　海上災害対策編

第１節　計画の趣旨

第２節　市及び防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱

第３節　被害の想定

第１節　基本方針

第１節　組織体制の整備

第２節　研修及び訓練の実施

第３節　情報の収集・連絡体制の整備

第４節　災害広報体制の整備

第５節　モニタリング等体制の整備

第６節　防護措置にかかる体制の整備

第７節　県外からの避難の受入れ体制の整備

第８節　原子力防災に関する知識の普及啓発

Ⅲ　災害応急対策計画

第１節　基本方針

第２節　迅速な災害応急活動体制の確立

第３節　円滑な災害応急活動の展開

Ⅳ　災害復旧計画

第１章　基本方針

第２章　災害応急対策への備えの充実

Ⅰ　総　則

Ⅱ　災害予防計画

第９編　原子力災害対策編


